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教育職員免許法及び同法施行規則改正に伴う注意事項について

教育職員免許法及び同法施行規則が改正され、２０１９年４月１日より施行されます。これに伴い、

入学年度または入学形態により、在学中に履修しなければならない科目が異なり、新たに科目の追加修

得が必要になりましたので、以下注意事項を必ず確認してください。

※以下の記載において、改正後の教育職員免許法による認定課程を「新課程」とし、改正前の教育職員

免許法による認定課程を「旧課程」とします。

記

１）２０１９年度以降の教職課程について（重要：変更点あり）

法改正に伴い、本学は教職課程の再課程認定申請を行っております。（２０１８年８月１日現在）

２０１９年度以降入学者については原則新課程の適用となりますが、科目等履修生について、２０１

８年５月１８日付・２０１８年１０月３０日付の文部科学省事務連絡により経過措置の適用範囲が２）

に記載の通り変更となりました。

２）２０１８年度中に要件を満たさない場合の適用課程について

２０１８年度科目等履修生が、２０１８年度中に旧課程において所要資格を得なかった場合、原則と

して新課程の適用となります。

※２０１８年度から２０１９年度にかけて引き続き科目等履修生として在籍する場合は、旧課程が適用

されますが、間をおかず引き続き在籍することが必要となります。本大学の４月入学の科目等履修生

の在籍期間は３月１５日に一度切れるので、２０１９年４月１日からの科目等履修生は新課程の適用

となります。（科目等履修生に関する規程第５条及び第５条の５）

新課程が適用される場合、旧課程とは必要科目・単位数等が一部異なりますので、ご注意ください。

■新課程（一種免許状）の主な変更点

・「総合的な学習の指導法」に関する科目の新設（１単位以上）

『総合的な学習・探究論』（１単位）開講予定

・「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」に関する科目の新設（１単位以上）

『特別支援教育』（１単位）開講予定

・各教科の指導法の単位数を規定（中学校：８単位、高等学校：４単位以上）

『教科教育法１』（２単位）、『教科教育法２』（２単位）、および『教科教育法３』（２
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単位）に加え『教科教育法４』（２単位）開講予定

なお、旧課程における修得単位の一部については、教育職員免許法施行規則の改正附則に基づき、新

課程において修得した単位としてみなすことができますが、その詳細は文部科学省における審査、認定

が完了するまで確定されません。認定後の履修方法については、所属事務所にお問い合わせください。

【ご参考】

『Q&A 集 No.１９（抜粋）』２０１８年１０月３０日付

Q （中略）在籍期間が平成 30 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日と年度が引き続かず、平成 30 年 4 月

1 日～平成 31 年 3 月 31 日、平成 31 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日のように、年度ごとに途切れる

大学においても同様の取扱いとしてよろしいか。同様の取扱いとする場合、平成 31 年 3 月 31 日に大学

を卒業して平成 31 年 4 月 1 日から科目等履修生となる者についても同様の取扱いとなるのか。（免許事

務ハンドブック P242 上段ｲの回答にある平成 10 年改正法附則第 6 項の取扱いでは「卒業から科目等履

修登録までの間が、事務手続きの上やむを得ず約 1 ヶ月間が空く場合も含めて、旧法又は新法いずれも

適用できる。」とされている。）

A 施行の際現に大学に在籍している者に該当しない場合は、経過措置を適用できない。

したがって、事例の場合、仮に当該大学において在籍期間が平成 31 年３月 31 日で切れるという扱いに

している場合に は、経過措置の適用を受けないため、新法適用となる。

『教育公務員特例法等の一部を改正する法律等に関する質問回答集 №９』２０１８年５月１８日付

Ｑ 施行の際、科目等履修生として履修している者が、所用資格を得て、免許状の申請を行う場合は新

法と旧法いずれが適用されるのか。

Ａ 平成３１年４月１日までに教職課程を有する大学の学科等の科目等履修生としての身分を有し、平

成３１年４月１日以降も引き続き教職課程の科目を履修する場合においては、施工の際に現に大学に在

学している者として旧法適用となる。

『教職課程再課程認定等説明会 質問回答集（２０１８年１月９日版） №６３３』

Ｑ 経過措置について、施工の際、科目等履修生として履修している者が、所用資格を得て、免許状の

申請を行う場合は新法と旧法いずれが適用されるのか。

Ａ 科目等履修生は在学の関係に当たたらないため、事例の場合においては、施行の際現に大学に在学

している者に該当しないことから、新法が適用される。

以 上

※本掲示は２０１８年５月１８日付および１０月３０日付の文部科学省からの事務連絡をもとに作成し

ています。法改正に伴う経過措置について、新たな指針が示された場合には、別途周知いたします。

※上述のとおり、本学では教職課程再課程認定申請中です。文部科学省における審査の結果、予定して

いる教職課程の開設時期が変更となる可能性があります。


